
2025年を展望するとき、日本企業は、今後の急激な人口減少によって人的資本

の縮小圧力を受けつつある。従来のような男性中心の人員構成のままでは、日本企

業の人的資本はやせ細ることが眼に見えている。

有力な対策のひとつとして活躍する女性を増やし質も高めることが考えられる。

日本企業は女性活躍推進の重要性を認識しているが、実現の目途を立てている企業

は少ないようである。

本稿では、2009年から2025年を展望するとき、日本企業が女性活躍推進戦

略をどのように確立していくべきかを検討した。

従来、育児・介護休業法や男女雇用機会均等法などの制定および改正により企業

が進めてきた両立支援策や均等化施策の多くは「守り」の施策であった。「守り」

の施策は、働きたい女性が仕事を辞めざるを得ない状況に追い込まれることを防い

だり、雇用に関して女性が不当に不利な立場に置かれることを防止する、という意味で非常に重要であるが、

「女性が企業で男性に伍して活躍する」ことを実現するのに十分な施策とはいえない。

今後日本企業が女性活躍推進で成果をあげるためには、「攻めの両立支援策」と「攻めの均等化施策」が必要

となる。

また、攻めの施策の中でも、女性社員を対象とした施策は先進企業において少なからず実践されてきた事例

があるものの、受け入れ側の企業組織を対象とした施策はほとんど見ることができないか、あったとしても戦

略的に進められたものというよりは女性活躍推進を進めるなかで必要性の認識に至り実施された施策であると

考えられる。

今後の急激な人口減少の影響を考えると、女性活躍推進をより戦略的に実践していく必要性が非常に高い。

日本企業は自社組織の男性型組織としての風土等の現状を分析把握したうえで、さまざまな女性活躍推進施策

を戦略的に展開していく必要がある。
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女性活躍推進戦略の確立が急務
～「将来性の切符」を手に入れるか否か～
Building a New Strategy on Diversity is Urgently Needed
Can Japanese Companies Win “The Passport to Future Success” ?

Looking forward to 2025, Japanese enterprises are coming under pressure from human capital shrinkage caused by the future
drastic population decrease. As such, under the traditional androcentric personnel system, Japanese enterprises will inevitably face a
human capital shortage. 
An effective measure would be to increase the number of active female workers, which would lead to increased workforce quality.
Japanese companies are apparently aware of the importance of promoting women’s abilities in the workplace, but it seems that those
companies that have realistic plans to do so are few.
This report looks over the years from 2009 to 2025 in order to examine the means for Japanese companies to formulate effective
strategies of bringing women in, and promoting those women’s ability within the workplace. 
Most traditional measures pursued by employers in supporting working mothers and providing equal opportunity are of a“defensive”
nature. This is exemplified by legal enactments or revisions like the“Act on the Welfare of Workers Who Take Care of Children or
Other Family Members Including Child Care and Family Care Leave”and the“The Law concerning Equal Opportunity and Treatment
between Men and Women in Employment”. The defensive measures are important in protecting women from discriminatory treatment
in the workplace, or for protecting women, who want to work, from a situation in which they have eventually no choice but to quit.
However, these measures are often not sufficient in realizing women’s ability to perform equally in the business world alongside men. 
In order for Japanese companies to step forward in promoting women’s ability in the workplace, the pursuit of“aggressive supporting
measures for female employees to harmonize work and childcare”, as well as“aggressive anti-discrimination (equalization) measures”
is necessary. 
There have been admittedly a number of active measures for women workers in advanced companies, but these mostly aimed at
improving working conditions for female workers, and very few targeted improving company structure as a whole. Furthermore, even if
a company established such plans, the company did not conduct them strategically, but rather out of the awareness of the need of
further measures to improve women’s involvement in the workplace.
Considering the effects of the drastic population decrease, it is of utmost importance to promote women’s ability in the workplace
based on ever-more strategic practice. Japanese companies must analyze and understand their current androcentric corporate
culture, and implement various measures for the strategic promotion of women’s ability in the workplace.
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男女雇用機会均等法の施行から20年余りが経過した。

2004年を境に人口減少社会に入ったわが国では、「ダイ

バーシティ」や「ワークライフバランス」の重要性が叫

ばれている。

価値観の多様化やグローバル化の進展にともない、女

性に限らず高齢者や若者（フリーターやニート等の未経

験者）の戦力化に関心が高まっている。

しかし、企業経営の立場から純粋に戦略的視点で眺め

てみると、「女性」の重要性は際立っていることがわかる。

15歳以上65歳未満の生産年齢人口のうち、学生と思

われる者を除く就業していない人々の約8割が女性であ

る（図表1）１。

また企業等で働く女性についても、その過半数を非正

規従業員が占める（男性の場合、非正規従業員の割合は

2割に満たない）。さらに正規従業員にしても「管理的職

業従事者」の女性は、同男性の20分の1以下の人数にと

どまる２。したがって、すでに働いている女性についても、

能力を開発しパフォーマンスを高める余地が非常に大き

い。

三菱UFJリサーチ＆コンサルティング組織人事戦略部

（名古屋）の調査によると、「女性活用」に高い問題意識

を持ちながらも、具体的な推進策に目途が立っていない

と見られる企業が非常に多いことが明らかになった３。

また、すでに女性活用に乗り出している先進的な企業

についてみても、女性が男性と同様に活躍している企業

は非常に少数である４。

このような実情をみると、多くの日本企業にとって

「女性活用をいかに成功させるか」が非常に重要かつ解決

困難度が高い課題であることが改めて認識できる。

本稿では、多くの日本企業が女性活用に成功するため

にどのように考え、行動していくべきかを戦略的な視点

で考える。なお以降は、女性活用を促進することを「女

性活躍推進」と表現する。

女性活躍推進は、女性の社会進出という文脈で扱われ

ることが多く、純粋に戦略的視点で建設的な議論がなさ

れることは少ないという印象がある。

また、女性の社会進出という文脈には性差別の解消と

いう社会政策的な課題が含まれており、個別企業の戦略

とは根本的に異なる議論に流れやすい側面がある。

企業経営の立場からみると、社会政策的な議論から出

1 社会的責任ではない戦略としての女性
活躍推進

図表１　2007年（平成19年）平均就業等の状況（年齢階級別15歳以上人口）

出所：総務省「労働力調査（平成19年）」より作成
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てくる選択肢には、自社の戦略合理性を満たすことが難

しい場合が多い。いきおい、積極的にそれらの選択肢を

採用するというよりも、法制度や社会的合意の枠組みに

準拠する消極的な行動にとどまる懸念がある。

一方で前述したように、マクロで見れば女性活躍推進

に成功しないまま2025年を迎えたときには、日本経済

は規模的に縮小し活力の点でも減退が生じている可能性

が高いといわざるを得ず、戦略的見地からも企業が女性

活躍推進施策を積極的に展開すべきことは明らかである。

このような背景をふまえ、以下の検討では、女性活躍

推進というテーマを企業経営の立場で検討する。したが

って理想的な男女平等参画社会を目指すための議論とい

うよりは、個別企業が2025年を展望して組織や人材に

関する戦略を構築するための考え方を整理するものであ

る。

このため議論の過程では、企業における性差の解消自

体が目的になるわけではなく、現状において未活用かつ

豊富な人的資源である女性を、戦略合理的に企業経営に

活用するために、より効果的な考え方や施策を見出すこ

とが、検討の目的となる。

人口減少が企業経営に実際にどんな影響を与えるかは

経済のグローバル化や産業構造の変化など不透明な要因

が多く、一概に論じることができるものではない。

しかし企業はそのような中でも戦略を可能な限り合理

的に検討し、行動選択に結びつける必要がある。仮に検

討と異なる環境変化が生じたとしても、従前の合理的検

討は無駄にはならず、予測と実際とのギャップに応じて

検討内容を更新していくことができる。

図表２　架空企業「日本株式会社」の人員構成（2007年）

出所：総務省「労働力調査（平成19年）」より作成

2 女性の比重が増大する「要員戦略」
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人口減少はかつてドラッカーが喝破したように「すで

に起こった未来」５である。2009年現在、2025年時点

で企業を構成している人々はすでにこの世に生を受けて

いる。よって現時点で予測できる人口の推移のうち、企

業構成員に関わる人口予測は非常に精度の高い予測であ

るということができる。

一方、個別企業の人員構成は個々に大きく異なるのが実

態であるが、ここでは多くの企業が参照する意義を確保す

るために、最大公約数的な人員構成を想定したモデル企業

をもとに人口減少の影響を眺めてみよう（図表2）６。

2007年（平成19年）「労働力調査」と2025年分

「日本の将来推計人口」データをもとに、2007年時点で

従業員数10,000人の架空企業「日本株式会社」を置い

てみる。さらに2025年までに何の対策も講じなかった

場合の架空企業「日本株式会社」の人員構成として、

2025年の推計人口に、2007年の日本株式会社の年齢

別人員構成と年齢別人口との比率を乗じたものを置く。

2025年に年齢階級別の労働力率等がどうなっているか

は予測が困難であるため、2007年の労働力率等のまま

2025年を迎えたと仮定した試算である（図表3）６、７。

すると、まず非正規を含めた総人員数が10,000人か

ら8,675人へと1,325人減少する計算となることに改め

て衝撃を受ける。特に正社員が1,039人減少している。

2007年時点の正社員は、団塊の世代と団塊ジュニア

世代を2つの頂点とする男性が非常に厚い。2025年に

は団塊の世代はもちろん生産年齢になく、若い年齢ほど

男性正社員数が少なくなっており、人口減少による若年

層の減少が最も色濃く現れているのが男性正社員となっ

ている。

また、それゆえ人員構成が全体に高年齢化しているこ

図表３　架空企業「日本株式会社」の人員構成【2025年予測】

出所：総務省「労働力調査（平成19年）」および国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（中位推計）」より作成
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とにも気がつく。2025年には団塊ジュニア世代が「50

～54歳」にあり、女性も男性もこの年代が人員構成のピ

ークとなっている。特に女性はこの年代の「パート・ア

ルバイト」の人員規模が目立って大きい。

人口減少のマイナス影響に対処するために、具体的に

どのような目標を掲げて女性活躍推進を展開すべきだろ

うか。検討の基盤として正社員の要員戦略を考えてみよ

う。

事業規模の維持、すなわち人員の維持、を前提とする

と、1,039人もの正社員の減少をいかに補うかというこ

とになる。しかも人員構成の高年齢化が進むことを勘案

すると、人員が薄くなる若手層の厚みを増すような要員

戦略が望ましい。

第一に、今後は若年女性正社員の採用目標を従来より

も大きくとることが有効であり、また必要である。なぜ

なら若年男性で正社員を補おうとしても、人口減少によ

り従来と同規模で若年男性正社員を採用し続けることが

どんどん困難になっていくからである。

第二に、若年女性正社員の定着率を高め、男性正社員

に勝るとも劣らないキャリア形成を進める対策が必要と

なる。

従来、新卒入社の男女を比較すると、結婚や出産を期

に退職する女性正社員が依然として少なくないことから、

明らかに女性の定着率は男性よりも低かった。また、女

性正社員は男性正社員よりも役割や責任の小さい職種に

就く者の比率が高く、社歴を重ねても上位の役職に昇進

していく者も少なかった。

しかし、16年後に戦力となる女性を確保できている企

業組織は、逆算するとその女性達を今このときから意識

して採用し、定着させ、育成していく企業組織である。

事業規模すなわち人員規模の維持を前提としただけでも、

今後入社する女性正社員の規模を増やし、かつ定着率を

男性正社員並みにし、さらに男性正社員並みに成長させ

なければ帳尻が合わないのである。

ここでは話を単純化するために、検討要素を新卒者の

採用に絞って考えてみる。

まず、架空企業「日本株式会社」が「2009年度から

2025年に正社員数が減少してしまわないよう新卒採用

で対策を組み立てる」とすると、2010年入社の新卒者

から採用数を毎年130人程度上積みする必要がある。

15年で1,000人強採用するだけなら毎年70人程度の

上積みでよいが、入社後の退職を見込む必要があるため、

仮に新卒入社者の年間退職率を10%とすると、毎年約

130人の新卒採用を上積みしなければならない（図表4）。

元々7,000人規模の正社員を維持するためには、同じ

く年間退職率10%として毎年715名程度を採用する必

図表４　架空企業「日本株式会社」の新卒採用数
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要がある。そこに130人を上積みすると毎年845人の新

卒を入社させていくこととなる。

しかし実際には新卒相当の若年者人口は、年々減少す

ることがわかっているので、単に採用目標を上積みして

も充足できる可能性は年々低くなってしまう。したがっ

て新卒を確保するためには、従来男性の採用割合が高か

った職種で、女性の採用割合を高める必要がでてくるわ

けである。

仮に2009年入社者まで715人全員を男性で採用して

いたと仮定し、2010年からの上積み分と今後の若年者

人口減少の影響で715人を割り込む分を新卒女性で補充

することとすると、2010年は137人の新卒女性採用で

スタートし、2025年には236人にまで採用数を拡大す

る必要がある。

若年者人口は今後、概ね毎年1パーセントポイントず

つ減少していくので、既存の新卒採用枠にも減少圧力が

かかる。単純計算で15年後には従来男性新卒のみだった

715名の内、約106名を女性新卒で補わねばならない計

算となるのである。

さらに、退職率10%以内を目標とした定着施策と、

15年後に十分活躍できることを目標とした育成施策とを

展開する必要があることになる。

ところで女性新卒の採用は、そもそも男性新卒の採用

とは背景からして異なっている。多くの企業が対応を検

討すべきポイントは次の三点である。第一に専攻など専

門分野を含む最終学歴、第二に働くことに対する意識、

第三に受け入れ態勢、である。

新卒であれば仕事の経験という点では性差はないと考

えてよい。できるだけ自社の仕事上、有用な能力を持っ

ている女性を採用したいと考えたとき、最も手がかりと

しやすいのは学校で学んだ専門分野である。

学校で学ぶ専門分野には、比較的顕著な男女の差異が

ある。理工系分野の女性割合は依然として非常に低く、

男女別に採用枠を設定するとき注意が必要である（図表

5）８。

たとえば大学で電子工学を専攻する女性の割合は極め

て低い。それでも電子系技術者を、女性を含めて確保し

たいと考えるならば、女性に限っては物理学専攻など関

係分野の専攻者も採用対象とするように採用計画上の工

夫が必要である。

第二の「働くことに対する意識」は時代とともに変化

するため、その時々の学生意識調査等をチェックしてお

く必要がある。意識調査に注意を払うべきなのは男女を

問わず新卒採用の基本であるが、特に女子学生は男子学

生とは異なる志向を持っていることが少なくないため注

意が必要である。

最近の傾向として、男女を問わず学生の働くことに対

する意識が保守的な守りの姿勢に流れているという声を

よく聞く。さらに女子学生には「専業主婦志向」が高ま

っているとする見方９がある。仮にこの見方が正しいとす

ると、女性活躍推進を掲げる企業にとっては逆風である。

現状、最初からキャリア形成志向が高い女性ばかり採

用することは困難である。しかし10年後、15年後には、

男性社員に伍して活躍してもらわなければならない。

ところが最初から「男性に伍して活躍して欲しい」と

いうトーンを正直に打ち出しすぎては、潜在能力があっ

ても守りの姿勢の女性は逃げてしまう。そうかといって

「専業主婦志向」そのままで過ごされては定着すらおぼつ

かない。

今どきの女子学生に「専業主婦志向」が高まっている

としたら、戦略として募集選考段階の接し方と内定フォ

ロー時の接し方、入社後の育成過程での接し方等、女性

正社員への接し方を、徐々に変えていくことも視野に入

れなければならない。

最初は「専業主婦志向」の女子学生の志向に合った募

集枠もしっかりと設定し、その枠で実際に入社させ、入

社後は徐々に仕事の魅力を教え込んでキャリア形成志向

を高めていき、ゆくゆくは総合職への転換を現実に意識

させ、実際にコース転換させていく、というようにだ。

この点は後で再度取り上げる。

3 女性新卒採用に見る留意点
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第三の、「受け入れ態勢」の問題は、大きく次の2つの

課題に分けられる。

ひとつ目の課題は、「女性労働力率のM字カーブ」の是

正である。

日本女性の労働力率は、特に30歳台に10パーセント

ポイントほど落ち込んでいるのを中心に、20歳台後半か

ら40歳台にかけて低くなっている（図表6）1。

この直接の原因は、配偶者の有る女性の労働力率が、

20歳台から40歳台前半にかけて著しく低いことにある

（配偶者のない女性の労働力率カーブには30歳台の「谷」

がない）。

日本では一般に出産・育児はもちろん、結婚後の家事

や介護・看護等における負荷が、男性よりも女性にはる

かに重くのしかかってきた。この点は第一義的には家庭

生活の問題であり、本来、企業が積極的に手を出す部分

ではなかった。しかし今日では、いわば「家庭生活に変

革を迫るためにも、企業が率先して、配偶者のある女性

に働き続けることを求めていく」時代に入った、とすら

いえる。

つまり「受け入れ態勢の問題」とは、「家庭生活との両

図表５　学部別の学生数（2008年）

※理工系学部を中心に抜粋
出所：文部科学省「学校調査」より作成
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立を支援する仕組みを整備しているか」という問題であ

る。この部分は企業の戦略的視点からは一見距離がある

ものの、すでに避けては通れない基本的な戦略課題とし

て捉える必要がある。

客観的にみて、現代の日本社会には「家事や家族の世

話は女性が担当するもの」という意識が残っている。特

に地方では根強い。

しかし企業が「家事や家族の世話は女性が担当するも

の」という世間の意識を「変えられない外部環境だ」と

して旧態依然とした経営を続けていったのでは、もはや

日本の企業社会全体の活力が急激に低下していくことは

避けられない。むしろ「社員のご家族の意識も少しずつ

でも前向きに変えていこう」というぐらいに踏み込んだ

スタンスに立てた企業が、15年後、20年後も人的資本

を保ち、相対的な地位としては格段に上位にランクアッ

プする「将来性の切符」を手にするのである。

このひとつ目の課題に対する対応策は、一般に「両立

支援策」と呼ばれている。

2つ目の課題は、個々の女性社員が配属される職場の

体制や意識の改革である。

採用枠を増やしてせっかく採用した女性も、従来のま

ま処遇・育成していたら、少なくとも従来同様に退職し

ていってしまうと考えた方が間違いはない。それどころ

か上司先輩が男性ばかりの組織に新卒女性を配属してい

かなければならないとすると、配属後の定着は相当ハー

ドルが高いと考えなければならない。下手をすれば、男

性新卒では考えられない高い退職率に悩まされかねない。

要するに、女性社員を定着させ、男性に伍して活躍す

るまでに育成するためには、従来行ってきた、男性社員

を受け入れる体制や意識のままでは明らかに駄目なので

ある。しかし薄々そう感じていても、具体的にどう対応

してよいかわからないためか、戦略的に対策を展開して

いる企業は非常に少ないと思われる。

この2つ目の課題への対応策は「均等化施策」と呼ぶ

ことにする。

対応策のひとつ目「両立支援策」と、2つ目の「均等

化施策」とは、女性活躍推進の中核となる施策といえる。

ただ従来広く展開されてきたこれらの施策は主として守

図表６　平成19年平均労働力率（男女別年齢階級別）

出所：総務省「労働力調査」より作成
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りの施策であった。

戦略的な女性活躍推進を企図するならば「両立支援策」

も「均等化施策」も、今後は攻めの施策を練ることが重

要になると考えられる。次にこの点について考えてみよ

う。

女性が仕事をやめてしまうことなく働き続けることが

できるように「家庭生活との両立を支援する施策」を総

じて「両立支援策」と呼ぶ。女性活躍推進といった場合、

一般に最も先に思い浮かぶのが、この両立支援策であろ

う。

両立支援策の代表的な施策は、育児介護休業法によっ

て定められている育児・介護休業、子の看護休暇、短時

間勤務や変形勤務の制度化などである。これらを「狭義

の両立支援策」と呼ぶことにする。

「狭義の両立支援策」は、育児介護休業法が義務として

定める諸制度のように「女性が退職せざるをえなくなる

状況を緩和する」施策である。つまり、働く意欲のある

女性がやむを得ず仕事をやめてしまうような事態を少な

くする「守り」の施策である。これらは第一義的に守り

の施策であり、また無闇に充実させればコストがかさむ

施策でもある。

個別女性の退職を防止する意味では守りの施策の充実

は必要不可欠であるが、戦略的にはコストの上昇を抑え

ることも同時に考えていかねばならない。

そうかといって社内規程レベルで「狭義の両立支援策」

を充実させただけで運用上使いづらい環境や雰囲気を放

置しておいたのでは意味がない。「実際には両立支援制度

は使わせてもらえない」といった現実は、社内にいれば

容易に認識できるので、働く意欲のある女性社員の退職

を防止する効果が得られない。しかし現に企業の現場で

は育児休業や子の看護休暇を使いづらい雰囲気が生じや

すく、そうした雰囲気が生じていても放置されているこ

とが少なくない。

企業が仕事をこなして成果をあげる場であることは誰

もが了解している。育児休業などプライベートな事情に

よって特定の人に仕事の制約が生じれば、その特定の人

物が周囲から疎外されたと感じても不思議はない。この

ような疎外は、企業の安易なコスト削減の誘惑と結びつ

きやすく、両立支援策本来の戦略的な目標を見失わせが

ちである。

「狭義の両立支援策」がうまく機能すれば、自社で経験

を積んだ有能な人材が失われるのを防ぐことができる。

採用コストはかからず、育成コストも少なくて済む。「狭

義の両立支援策」を活用していない他の社員にも安心感

を与え、会社への信頼を蓄積する。……ここまで理屈で

解っていても、実際に同僚が利用者となると疎外は生じ

かねない。

（広義の）両立支援策を戦略的に機能させるためには、

「狭義の両立支援策の合理的な制度設計」と、職場の理解

を促すこと等「攻めの両立支援策としての復職・就業促

進策」を充実させることとがともに重要である。（図表7）

「狭義の両立支援策の合理的な制度設計」とは、「狭義

の両立支援策」を無闇に手厚くするのではなく、合理的

な支援の限度を見極めるということである。

育児休業期間を「小学校入学まで」のように延長する

企業が相次ぐ中、女性が働きやすい企業として知られる

ベネッセコーポレーションは、法で定められた期間に準

図表７　両立支援策の例

4 「両立支援策」の「守り」と「攻め」
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ずる規定にとどめている10。

同社は育児休業を取得する環境整備に力を入れるとと

もに、育児休業者の復職・就業促進に力を入れることに

よってほぼ100%の復職率を達成しているばかりか、休

業開始から復職までの期間短縮を実現したという。

休業中に会社からフォローされれば復帰に対する意識

が覚醒される。復帰後も仕事をしながらの育児に支援と

理解が得られると実感できれば、本人も早期復帰に踏み

切りやすい。また、育児休業から短期間で復職できるほ

ど、休業による本人の業務遂行能力の低化が進みづらく、

休業中に職場が負担する穴埋めコストも限定できる。育

児休業期間中、法的に賃金を保証する義務は企業にはな

いが、社会保険や互助会、福利厚生制度などからの給付

でカバーされているうちに復職に向うことができれば本

人にとってもメリットがある。

復職・就業促進策を充実させ、休業期間をできるだけ

短くするような仕掛けを整える、というのは（個人差や

家庭の事情にも違いがあることを忘れてはならないが）、

非常に合理的な制度設計でもあるのである。

また、制度が有効に機能するためには、両立支援制度

に対する現場の認識を高めることが不可欠である。目

的・目標、制度の詳細、利用方法、利用者が生じた場合

の周囲の対応方法、などを記したガイドラインを示して、

会社が両立支援策を戦略上必要な施策として進めている

ことを周知徹底する必要がある。

「両立支援策は、会社の戦略上必要な制度である」、し

たがって、「両立支援策がうまく機能しないと、経営上困

ったことになるので、制度利用者の上司や同僚には、制

度利用者を積極的に支援することが期待されている」、と

いったメッセージをしっかり社員に伝えるのだ。

この点がきちんと認識されると、自然と両立支援策の

詳細情報なども必要なときに必要な人が進んで参照する

ようになり、制度を利用する側が趣旨を履き違えて行き

過ぎた利用に陥ることなく、周囲で見守る側も余分な不

満感を募らせることなく利用者を見守ることができるの

だ。

以上のように、（広義の）両立支援策を効果的に推進す

るためには、「狭義の両立支援策」だけを充実させても必

ずしも上手くいかず、「復職・就業促進策」を一緒に充実

させることが非常に重要なポイントである。

両立支援策で女性の退職を防止しても、女性の活躍の

幅が現在よりももっと広がらなければ女性活躍推進戦略

としては片落ちである。

均等化施策は通常、労働基準法や男女雇用機会均等法

に基づく性別による雇用差別排除の文脈で捉えられる。

しかし法令に基づき雇用差別の発生しない体制を確立し

たとしても、女性が男性に伍して活躍できるようになる

わけではなく、あくまでコンプライアンス面の「守りの

対応」にすぎない。

戦略合理的な施策検討を行う企業の立場では、均等化

施策は「配置・育成」面の「攻めの戦略」として捉える

べきである（図表8）。

以下は「攻めの戦略としての均等化施策」について検

討する。

均等化施策を考えるうえでは「性差」の捉え方を誤る

と無用な混乱を招き戦略合理性を損なうこととなるので

5 「均等化施策」の「守り」と「攻め」

図表８　機会均等策の例
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注意が必要だ。「性差」には「医学生物学的な性差（セッ

クス）」と「社会文化的な性差（ジェンダー）」という2

つの側面がある。

ときに「均等化施策を進めるということは、企業の中

で性差（特にジェンダー）を意識しないようにすること

だ」という「誤解」が企業に生じることがある。要する

に「何でもかんでも男女を同等に扱うように強制的に進

めて」しまうようなケースである。

少なくとも21世紀初頭の現代、医学生物学的な性差も

社会文化的な性差も現に存在する。企業が戦略を考える

うえで、「性差の『現状』を認識しないようにすべき」な

どということはありえない。企業活動は愚直に現実に基

づくものであり、人材にまつわる戦略構築においても正

確な現状認識に立脚する必要があることに何も変わりは

ないからである。

女性の活躍の幅を広げるためには、社内の性差の現状

を認識したうえで、まず「従来以上に適材適所で女性社

員を配置・育成するにはどうしたらよいか」を考えるべ

きである。ここから検討に入っていくと、次々と自社の

課題が浮かび上がってくるはずである。

適材適所であるかどうかは、「能力に見合った配属であ

るか（能力適性）」、「本人希望と配属先は適合しているか

（志向適性）」、「配属先の上司やメンバーとの人間関係は

上手くいくか（関係適性）」、といった3つの側面から検

討することができる（図表9）。

【能力適性】

能力適性とは「能力に見合った配属であるかどうか

（逆に言えば、配属先に見合った能力を有しているか）」

という側面であるが、能力適性を見極めることは簡単な

ことではなく、特に既成の観念にとらわれないよう十分

に注意しなければならない。

女性活躍推進を進めるにあたり、少なくとも能力適性

を見極めるうえで次のことを理解しておく必要がある。

図表10 性差と能力適性の関係イメージ

図表９　「適材適所」の視点
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一部の肉体的な力仕事などを除けば、能力適性は概し

て性差よりも個人差の方が大きい。特に産業のサービス

化が進み、製造業においても機械化やロボット化が進ん

だ現代にあっては、性差が仕事上の能力適性に及ぼす影

響は日増しに小さくなっていると考えてよい（図表10）。

脳科学者から「一般論として男性（脳）向きの仕事、一

般論として女性向（脳）きの仕事がある」とする指摘12は

あるものの、それはあくまで「統計的に、どちらかとい

えば、という傾向」であって、個別の人材の能力適性を

判断するときに、性差を優先的に考慮するのは合理的な

判断ではない。

もちろん能力適性の評価で明らさまに性別を根拠とす

れば原則として法令に反する。ところが実際の能力適性

判定の場では、判定者の頭の中に性別は認識されており、

判定者は意識するかどうかは別にして、能力適性の判断

に性差を結び付けかねない。

たとえ無意識にでも「どんなに今までの仕事で優秀で

も、女性にはこの仕事で今まで以上に重要な責任は持た

せられない」といった判断を積み重ねてしまうと、実態

として法令に反する性差別と解されコンプライアンス上

問題とされる可能性が今後はますます高まると考えてお

くべきである。

個々の女性社員が本当に能力面で昇進・昇格に満たな

いと判断すべきなのか、あるいは本当は昇進・昇格に足

る能力を有しているのか、正しい判断をするためには、

企業組織としてしっかりした評価能力を備えていなけれ

ばならない。

一見、「性差に基づく能力適性」であるかのように思え

るものがあるとしたら、それは「能力の類型の違い」を

「能力の水準の違い」と勘違いしているのかもしれない。

あるいは志向適性や関係適性を含めて「能力」と誤解し

ている場合もあるだろう。

前者の例として、たとえて言えば性差とは「新聞」と

「TV」のようなものである。どちらも情報を広く伝える

メディアであり、その「能力」は「新聞だから広範囲に

情報を届けられる」とか「TVだから大勢に情報を伝えら

れる」というものではない。

メディアの「能力の水準の違い」は、「○○新聞と□□

新聞では発行部数が○○新聞の方が倍あるから、情報を

伝える能力は○○新聞の方が高い」などというようにメ

ディアの「個人差」に注目する必要がある。「新聞」と

「TV」という類型の違いに眼を奪われることなく、「情報

を伝える力は何に現れているか?」という客観的な切り口

で評価する必要がある。

また後者の例として、たとえば伝統的な性差として

「女性は美しいものを好む」、「男性は強いものを好む」、

という捉え方がある。そこに「わが社の営業員には、攻

める強い気持ちと、打たれても耐える強い気持ちがとも

に必要不可欠だ」という信念を持った男性人事部長が登

場したとする。彼は「強いものを好む男性」を採用した

がるだろう。彼は「男性にはわが社の営業員に必要な能

力適性が備わっていて、女性には備わっていない」と確

信してしまっている可能性が高い。

しかし、「男性人事部長氏が確信した能力適性」とは、

実は「志向適性」である。どのような営業スタイルを好

むかという志向の違いではあるが、「営業業務をうまくこ

なす能力」であるかどうかは実は定かではない。「わが社

の営業員には、強い気持ちが必要」という彼の信念とは

別に、その会社の営業員として成功する別のアプローチ

方法がないとはいえない。別のアプローチ方法には「美

しいものを好む女性」の志向が適するかもしれない。

また男性人事部長氏の確信は、「わが社の営業員には、

強い気持ちが必要」と考えている自分や既存の男性営業

員達と「美しいものを好む女性」とが「上手くやってい

けるだろうか」という「関係適性」の懸念の裏返しであ

るとも考えることができる。

いずれにせよ、意図的でないとしても能力適性の判定

に関して性差の色眼鏡をかけてしまうと、女性活躍推進

という点で、自ら手足を縛ることになる。この点は常に

意識して自己点検を重ねるべき部分であり、ひとつの越

えなければならない壁である。この点については後に再

度取り扱う。
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【志向適性】

志向適性とは「本人希望と配属先は適合しているか」

ということである。本人が希望する配属先であるかどう

かは、配属後のモティベーションに関係する。本人希望

からあまりにかけ離れた配属は、仕事に対する意欲を低

くとどめ、成長意欲の醸成を妨げ、勤続意欲を失わせか

ねない。

志向適性は、社員個人が生まれてから現在に至るまで

に教えられたこと、経験してきたこと、感じ考え選び取

ってきたことに根ざしている。仕事だけでなく私生活の

影響も日々うけている。特に、生まれ育った家庭や地域

が女性にどのような行動を求めてきたかが、本人の志向

に大きな影響を与える。

たとえば今、ある女性社員に「仕事上も女性らしくあ

りたい」とする意識があったとしてもそれ自体に良否は

なく、ごく自然なことである。しかしそれゆえに、仮に

女性社員の多くが「仕事上も女性らしくありたい」志向

であったとしたら、希望するコースや職種にある種の偏

りが生じたとしても不思議はない。

企業向け人財開発コンサルティングを行う株式会社

エ・ム・ズの女性活躍サポート部 部長の工藤夏納子氏

は、「働く女性の意識は、上昇意識が高い一群と、多数派

の現状満足派とに二分されていると感じる。また、それ

ぞれの割合は、東京は名古屋よりも前者の割合が高いな

ど、地域によっても異なるようだ。」と述べている11。

志向適性は、本人の成長とともに変化しやすいもので

もある。一方的に個々の女性社員の希望を受け入れてい

たのでは戦略的な人事は展開できない。

新卒女性の採用を検討した項で若干触れたが、この点

ではまず、女性社員の意識を変容させていくスタンスに

立つ必要がある。採用・配属の段階では、応募者の意識

を大きく変容させることは難しいため、企業としては

「総合職ばかりを採用したい」と考えたとしても「一般職」

としていったん採用しておき、徐々に意識をキャリア形

成志向に変容させていき、総合職へコース転換させ、欲

しかった総合職を充足させていくのである。

一方で、同時に企業組織の側にも体制を柔軟に変えて

いく戦略が求められる。

女性社員の意識変容には時間がかかる。彼女たちの意

識変容のプロセスと平行して、彼女たちを組織の中でそ

の時々にどう位置付け、配置し、経験を積ませるか、そ

のときの組織編制・職務編成はどう変えていくのか、と

いう組織や職務の変革プロセスを進める必要があるので

ある。

たとえば、当初は「一般職」に大部分の女性社員が集

中するため、一般職を一定数配置した組織編制にしなけ

ればならない。個々の社員の職務編成についても、一般

職が主に担当するような職務は既存の正社員は直接担当

しないようにして、若い一般職女性達の仕事を確保しな

ければならない。

やがて女性社員の中にキャリア形成志向を高め始めた

人材が育ってくると、将来総合職として活躍してもらう

のに必要な経験を積ませるため、一般職と総合職の中間

のような職務であるとともに「美しいものを好む」等の

女性型志向にも合った職務を、新たに編成して与える必

要が出てくる。

さらに、ゆくゆくは「美しいものを好む」等の女性型

志向に合った総合職の職務を編成し、その職務を機能と

して含む新たな組織編成に発展させることになる。

要は、要員として戦略的に充実させていく女性社員達

には、既存の男性社員とは異なるキャリアパスを見せる

なり描かせるなりする必要があるのであり、示したキャ

リアパスが「絵に描いた餅」では全く意味がないので、

実際に組織の中に場を作り、配置し、既存男性社員とは

内容の異なる教育を実施し、女性社員ならではの経験を

積ませる必要があるのだ。

志向はまさに生き物である。キャリアの先行きが見通

せれば（総合職コース転換のような目標に向って）志向

を変容させていくエネルギーが沸いてくるが、見通せな

ければ萌芽があったとしても心の奥底でふたをしてしま

う。あるいは育成過程の職務設計が男性型志向にはなじ

むが女性型志向にはなじみにくいもののままであったな
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らば、せっかく変容させた志向も「錯覚だったのかしら」

と守りに転じ、時には自ら気持を折ってしまう。

つまり、女性社員の志向を自社の戦略に適合するよう

に変容させること（女性社員のキャリア形成志向開発）

だけでなく、部分的には自社の組織のあり方や人材育成

のあり方を女性社員の志向に合わせて変えていくこと

（女性型志向が優位でも能力を発揮できる組織体制・職務

編成への持続的改善）が同時に必要である。

後者の「女性型志向が優位でも能力を発揮できる組織

体制・職務編成への持続的改善」を戦略的に実施してい

る日本企業は、ほとんど見当たらない。この点は「関係

適性」の対策にも重なる。

【関係適性】

関係適性とは、考え方やコミュニケーションスタイル

の違いに起因する、社員間の仕事上の相性をさす。

ときに「女性は直感的なものの考え方をするので、論

理的な考え方をする男性とは仕事の話がかみ合わない」

とか、「女性同士の間では、男性にはわからないテレパシ

ーのようなやりとりがある」などといわれることがある。

実際には論理に強い女性も直感的な捉え方が得意な男

性もいて、能力適性としてみたときには個人差の方が重

要かつ優勢なのだが、こと組織集団となると「男女の一

般的な特徴」はそれぞれに増幅されて現れるようである。

集団には構成員に「一員としての意識を持たせる力」

と、「集団規範に沿った行動を促す力」とがあるため、性

差も特定の方向へ意識と行動とを向わせる圧力となると

考えられる。

いったん男性型の意識と行動が優勢になると、集団内

では構成員がこれを察知し学習と模倣を繰り返すことに

より、意識や行動が強化され男性多数の組織特有の風土

が確立されるのである。こうした組織をここでは「男性

型組織」と呼ぶことにする。同様に女性多数の組織特有

の風土の組織を「女性型組織」と呼ぶ（図表11参照）。

もちろん組織の風土を決めるのは男女の構成比だけで

はないが、男性型組織、女性型組織というタイプ分けは、

どんな組織にも共通して当てはめて考えることができる

ため、女性活躍推進で成果を上げたい企業にとっては便

利な切り口である。

たとえば、男性型組織に、典型的な女性型マインドの

女性新入社員が配属されると、彼女が当初から上手く行

動することは通常、極めて難しい。つまり彼女は「関係

適性が低い職場に配属」されたことになる。

図表11 性差が増幅された組織風土のイメージ
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男性型組織の企業に入社したばかりの女性新入社員と

いうのは、いわば自分の知らない約束事で動いている世

界に放り込まれたようなものである。しかも、既存の男

性社員も当の女性新入社員も「彼女だけが約束事を知ら

ない」ことに気づいていないのだ。

そんな状態で女性新入社員が上手く立ち回ることなど

できるはずがない。かたや上司や先輩の男性社員も彼女

を上手く導き育成していくことができず「時代は女性活

躍推進だ、などといっても、現実はそう甘くないよ」な

どと言い訳する羽目になる。

このような状況は多くの企業に見られるが、対策が講

じられることはまれであり、ましてや戦略的に対策を講

じている企業は極めて珍しいと考えられる。こうした状

況が戦略的に考えて非合理的であることにまで、企業社

会一般に認識が浸透していないのだ。

関係適性面のミスマッチを放置しておいたら、女性社

員の定着や育成はとてもおぼつかない。定着や育成の前

提となる組織風土を、せめて男性社員と組織風土とのマ

ッチングレベルに近づける努力を計画的に展開する必要

がある。

女性社員と組織風土とのマッチングレベルを引き上げ

るには、男性型組織に上手く適応するための能力や意識

を女性社員に付けさせるアプローチ（女性社員が男性型

組織に適応するための意識・能力開発）と、男性型組織

を何らかの形で部分的に女性型組織に変えていくアプロ

ーチ（男性型組織の両性具有化）とがともに必要である。

「女性社員が男性型組織に適応するための意識・能力開

発」は、先進企業では比較的よく行われている施策であ

る。女性社員を男性型組織に適応させるにはロジカルシ

ンキングやアサーショントレーニングの研修が必要だと

考えている企業が多い。「多くの女性は男性よりも論理的

思考や、自分の考えを組織の中で上手く表明することが

苦手だ」というのが、今のところ日本の先進企業では定

説化しているようである。

一方、「男性型組織の両性具有化」に戦略的に取り組ん

でいる企業は、ほとんど見当たらない。「男性型組織の両

性具有化」は日本企業が女性活躍推進を進めるうえで、

今後新たに施策を開発していかなければならない部分が

多く、女性活躍推進の最も高い壁である。

【攻めの戦略としての均等化施策】

以上まとめると、筆者は「攻めの戦略としての均等化

施策」とは次のような施策群であると考える。

①女性社員の能力も客観的かつ合理的に評価できる組

織能力の開発

②女性社員のキャリア形成志向開発

③女性型志向が優位でも能力を発揮できる組織体制・

職務編成への持続的改善

④女性社員が男性型組織に適応するための意識・能力

開発

⑤男性型組織の両性具有化

上記5つの施策群の中でも「②女性社員のキャリア形

成志向開発」および「④女性社員が男性型組織に適応す

るための意識・能力開発」については、すでに先進企業

を中心にさまざまな取り組みが行われている。今後は要

員戦略等とも連携した、より戦略的な施策展開に発展さ

せる取り組みが望まれる。

一方、「①女性社員の能力も客観的かつ合理的に評価で

きる組織能力の開発」、「③女性型志向が優位でも能力を

発揮できる組織体制・職務編成への持続的改善」および

「⑤男性型組織の両性具有化」については先進企業を含め

て明確な施策展開はほとんど見ることができない。いわ

ば未知の領域である。

次に、今後の女性活躍推進を考えるうえでこれら未知

の領域について考えてみたい。

従来、女性活躍推進先進企業が取り組んできたさまざ

まな施策の大部分が、女性社員に対して行う施策であっ

た。

・男女雇用機会均等法に基づく狭義の両立支援策

・復職・就業支援策（一部に上司や同僚向けの啓蒙施

策がある）

6 女性活躍推進の未知の領域
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・守りの均等化施策としてのコンプライアンス対策

・能力適性・志向適性・関係適性の向上のための女性

社員向けの教育研修

これに対し、女性社員を受け入れ、定着させ、育成し

ていく側である、女性社員を取り巻く企業組織に対する

施策は、あまり議論に上らなかった感がある。中には独

自に施策を展開している企業も少なからずあると思われ

るが、おそらくそれらの施策は女性活躍推進を進める中

で自然と必要性を認識するに至り、展開されてきた施策

ではないかと思う。

筆者は今後「女性社員を取り巻く企業組織に対する施

策」を戦略的に、つまり中長期的かつ計画的に、展開し

ていく必要があると考えている。

女性活躍推進の先進企業の多くは、今のところ施策実

施の先進企業ではあるが、女性活躍推進を成し遂げた企

業ではない。女性活躍推進で確固たる成果をあげるため

には、主として女性社員を対象とした施策だけでは不十

分であり、「女性社員を取り巻く企業組織に対する施策」

が必要である。

しかもわが国の人口減少の実態を考慮すると、早急に

着手する必要がある。でなければ10年後、15年後の日

本の企業組織は、全体に人的資本がやせ細っているであ

ろうことはまず間違いない（しかも最もやせ細るのはさ

らに20年後25年後を担う若年層となる）からである

（図表3）。

早急に着手して成果に結び付けていくためには、戦略

的によく練られた施策として展開していく必要性も高い。

これらのことから、未知の領域であったとしても「女

性社員を取り巻く企業組織に対する施策」は当初からそ

れなりの検討を尽くして、しかも速やかに実行すべきだ

と考える。

以下どのような検討を進めるべきかについて、次の順

序で考えていくことにする。

・未知領域A「⑤男性型組織の両性具有化」

・未知領域B「③女性型志向が優位でも能力を発揮で

きる組織体制・職務編成への持続的改善」

・未知領域C「①女性社員の能力も客観的かつ合理的

に評価できる組織能力の開発」

筆者のよく知る企業に、女性が圧倒的に多数派を占め

る企業がある。ここでは仮にQ社としておく。

Q社では、合意形成や意思決定のあり方が、男性型組

織とは明らかに異なる印象がある。この企業は優れた業

績を残している優良企業であるが、一見するとものごと

が決まっていくプロセスが捉えにくい。

男性型組織では、一般に主要な関係部署の長に対して

根回しをしておけば、ものごとを前に進めることができ

る。これは男性が、組織や職位の役割分担を理屈として

理解し「組織の論理があるのだから個人的な気持ちをさ

しはさんでとやかく言うのはよそう」と無意識のうちに

も論理的に考える傾向があるからだと考えられる。

これに対して、女性が圧倒的多数派のQ社では、提案

の合理性や組織の論理は横に置かれ、とにかく皆の本心

からの合意があるかどうかをお互いが敏感に感じ取って、

合意形成や意思決定を進める傾向がある。

Q社では、男性型組織のように関係部署に各個撃破方

式の根回しをしていくと、極端にいえば永遠に意思決定

に至らない可能性すらある。各個撃破方式の根回しは、

ともすると新たな観点の意見（議論というには些細な意

見であったり、部署長の重い意見ではなく、一担当者の

軽い一言であったりする）を呼び起こす。新たな意見が

出ると、同社では容易に「ちょっと待った」ということ

になってしまう。それが末端社員の意見であったとして

も、異論が出ていること自体が意思決定を踏みとどまら

せかねないのだ。

このように書くと大げさだと思われるかも知れないが、

同社が転職市場に出てくるビジネス経験豊富な男性を積

極的に採用し始めたとき、採用された男性社員達は上記

のような女性多数の女性型組織特有の風土に戸惑い、そ

ればかりか適応できないと容赦なくはじき出された。は

じき出された他社経験豊富な男性達は、なぜ自分が同社

7 未知領域A「⑤男性型組織の両性具有化」
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に適応できなかったのか納得し難かったはずだ。

ここで、ある男性型組織が女性を積極採用し、女性が

単純に増加していった姿を思い浮かべて欲しい。いって

みればその組織は、Q社のような女性型組織に近づいて

いくのである（図表11）。

女性人員比率を高めていくことは、女性活躍推進戦略

の主要な目標のひとつとなりうるが、たとえば強いトッ

プダウンで女性の採用数を単純に引き上げたり、女性の

役職登用を急に増やしたり、無闇やたらに育児休業で休

ませたり、わけもわからずセクハラ研修を乱発したりす

るのは、戦略的に全くナンセンスである。

そのようなことをすれば、よほどの幸運に恵まれない

限り十中八九失敗して組織の疲弊を招くことになる。下

手をすれば女性活躍推進への社員の前向きな理解や、戦

略として捉える意識を阻害してしまう。

一方、「関係適性」の項でも述べたように、Q社の事例

と正反対のことが常に多くの男性型組織で起きている。

「無理やりにでも入社する女性を増やし、強力に退職率を

低下させる施策でもとらなければ」とあせる企業が今後

出てきてもおかしくない。

しかし幸か不幸か、米国金融危機に端を発する景気後

退により、あせる企業が続出して混乱を招くような事態

は、しばらく訪れないようである。

この機会をとらえ（手堅く女性採用数を確保しつつ）、

男性型組織と女性型組織を上手くミックスした組織作り

を着々と進めていってはどうだろうか。

「男性型組織と女性型組織のミックス」といっても、女

性がまだ組織の中核に十分にいない状態では、書いて字

のごとき純然たる男女混成組織を作ることはできない。

ここでいう「男性型組織と女性型組織を上手くミックス

した組織」とは、（男性多数であっても）女性をスムーズ

に受け入れ、育成していくことができる風土の組織であ

る。そのような企業組織を作っていくことを、ここでは

「男性型組織の両性具有化」と称する。

すでに述べたように、男性多数の組織が一般に男性型

組織となっているのは、男性個々人が持つ特徴が組織に

よって増幅されているからである。逆にいえば、男性型

組織の一員の男性達を個別に見ていくと、実は何らか女

性的な特徴も部分的に持った男性達が集まっていること

がわかる。

多くの男性に、多かれ少なかれ何がしかの女性的な一

面があり、逆に多くの女性に、同様に何がしかの男性的

な一面があるのである。社会心理学では、このような状

態を心理学的両性具有と呼んでいる。人間は男性であれ

女性であれ、通常は心理学的に両性具有であり、むしろ

どちらか一方に極端に偏りすぎていると、社会生活を営

む上で心理的な健康を保ちにくいとされている。

要するに、男性型組織の中には「女性型組織の要素」

を少しずつ持った男性がすでにずらりと並んでいるので

ある。この既存のリソースを活用しない手はない。ここ

では、この点について比較的理解しやすい「TEG（東大

式エゴグラム）」を用いて具体的に考えてみることにする。

TEGは東京大学医学部心療内科のグループによって

1984年に初版が出版されて以来、企業の人材開発でも

多く活用されてきた実績のある心理検査である。TEGは

交流分析の理論に基づいており、一般のビジネスパーソ

ンが自己分析し気づきを得るのにも活用しやすい、わか

りやすい論理構成を特徴としている（図表12）12。

交流分析の詳説は割愛するが、TEGは心理検査の一種

であり、個人の「自我状態」を「CP（批判的親）、NP

（養育的親）、A（成人）、FC（自由な子ども）、AC（順応

した子ども）」という5つの測定尺度で表すのが特徴であ

る。

2001年に出版された「新版TEG 解説とエゴグラム・

パターン」では、測定尺度の男女別平均値と標準偏差、

およびヒストグラムを掲載している（図表13）。

TEGの測定尺度は性別に拘らず活用できるようにつく

られているが、それでも測定尺度ごとに詳しく見ていく

と男女差がわずかながら見受けられる。

「NP（養育的親）」は、いわゆる母性的な要素を含んだ

尺度であり、「思いやりがある、世話好き、やさしい、受

容的である、同情しやすい」といった一般的特徴をもつ
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とされているが、わずかながら女性は得点が高く、男性

は低い傾向がある。

反対に「A（成人）」は、いわゆる大人の特徴を含んだ

尺度であり、「現実的である、事実を重要視する、冷静沈

着である、効率的に行動する、客観性を重んじる」とい

った一般的特徴を持つとされており、わずかながら男性

の得点が高く、女性の得点は低い傾向にある。

ここでは、NPを女性型マインドの代表的特徴、Aを男

性型マインドの代表的特徴、であるものとする。

男性型組織の大部分は、Aの特徴を増幅した風土であ

る。理屈やデータを重視し、組織の論理でものごとを進

める風土である。

一方、Q社のような女性型組織は、えてしてNPの特徴

を増幅した風土となる。共感しやすく、ものごとを進め

る際にも配慮を厚くする風土である。

男性型組織を「女性をスムーズに受け入れ、育成して

図表12 TEGの基盤となる自我状態の機能モデル

出所：東京大学医学部心療内科 TEG研究グループ編「新版TEG 解説とエゴグラム・パターン」より引用

図表13 「新版TEG」の男女別尺度別の平均値と標準偏差

出所：東京大学医学部心療内科 TEG研究グループ編「新版TEG 解説とエゴグラム・パターン」より引用
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いくことができる風土の組織」に変革していくためには、

たとえば今後女性を重点配置していく部署に、NPの高い

男性リーダーを意図的に配置したり、Aが高い典型的な

男性型リーダー達にNP型リーダーの行動様式を学ばせた

り、といった対策が考えられる。

NP型リーダーが多く配置されれば、組織全体の風土が

男性型から女性型の方向へいくばくか傾くことが期待で

きる。

また、組織の論理を重んじる男性型組織では、「管理職

に誰が、どうして登用されるか」は、構成員に強力なイ

ンパクトを与える。身につけるべきリーダーシップの要

素のひとつとしてNPの要素を掲げることができるなら

ば、管理職を志向する男性社員達は、自らの特徴をTEG

のようなツールでチェックするなどして、自身にNP的要

素が低いならば高めようと意識するだろう。そのような

意識が組織により増幅されると、男性型組織はさらに女

性型組織的な性格を強めるだろう。

もちろん同様に、女性社員に対してもアプローチする

必要がある。多くの企業組織は現に男性型組織であるの

だから、女性社員が男性型組織に適応するための意識や

能力を持つように導くこともまた「男性型組織の両性具

有化」に有効である。

たとえば「A（成人）」の要素を女性社員に学ばせるた

めには、先進企業がすでに取り組んでいるようなロジカ

ルシンキングやアサーショントレーニングなどのスキル

開発は、理屈の上からも有効であると考えられる。論理

的な思考方法や、組織の中で自分の考えを上手く相手に

伝える方法を学ぶことで、女性社員が男性型組織に受け

入れられやすい行動をとるよう自然な形で導くことがで

きると考えられるからである。

また、女性社員の管理職候補者に対しては、男性型組

織でも成功するためのリーダーシップをスキルセットと

して学ばせる必要があるだろう。女性社員が男性型組織

で活躍する道がもっぱら「男性的な人格を演じる」こと

であっては好ましくない。女性社員自身のアイデンティ

ティは保持したまま「スキルセットとしてリーダーシッ

プを身につける」というスタンスを含めて教育する必要

があるものと考える。

男性型組織を両性具有化する場合、男性型組織だけに

アプローチしたのでは効果が限定されると考えられる。

もっぱら女性社員にアプローチしてきた従来の取り組み

方では女性活躍推進への効果に限界があったのと同様で

ある。男性型組織の両性具有化には、男性型組織に女性

型組織の要素を移植していくだけでなく、女性社員の存

在感を増すことによって、組織風土により強く女性型マ

インドが反映されるよう導くことも引き続き考えていく

必要があるわけだ。

上記はほんの一例である。個々の企業でこのような対

策を検討するときは、自社組織の風土を客観的に分析し、

また現段階で既存の女性社員の活躍を抑制している原因

は何かを十分に検討し、自社に合った対策を立て、実行

していくべきである。

特に男性型組織へのアプローチ方法はフロンティア領

域であるだけに、筆者も一般化した結論として述べるこ

とは慎みたい。今言えることは自社にとってどのような

対策が必要なのか、適しているのか、またリスクが少な

いのか、しっかりと検討すべきだ、ということと、上記

のような検討の道筋である。

なお検討の道筋を例示するために、本項ではわかりや

すいTEGを用いたが、実際の現状分析には、より多面的

かつ具体的な検討が必要であると考えるので、念のため

申し添えておく。

女性活躍推進の先進企業では、「女性活躍推進室」のよ

うな専任組織を設けているところが多い。専任組織を置

かないまでも、人事部内に専任担当者を置くなど、女性

活躍推進についてトータルに課題を検討し、対策を企画

立案して実行する体制をとることは、女性活躍推進を戦

略的に進めるためにも好ましいといえる。

また「女性社員連絡会議」、「ワーキングマザークラブ」

のようなネットワークを設置する企業も少なくない。

8 未知領域B「③女性型志向が優位でも能力を発
揮できる組織体制･職務編成への持続的改善」
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女性に限らず社員の悩みは、上司部下関係だけで消化

しきれるものではない。さらに女性社員ならではの悩み

は、周囲にも気軽に相談できる相手がいないということ

も多い。

女性社員のネットワークは、戦略的に増加させていく

女性社員に精神面のセーフティネットを提供する意味合

いがある。また、ネットワークを用意するのとは別に、

より強固なセーフティネットともなりうるメンタリング

制度を設ける企業もある。

しかし「女性型志向が優位でも能力を発揮できる組織

体制・職務編成」とは、上記のような女性社員のための

専任組織やセーフティネットを設けることだけではでは

なく、むしろ全社的な組織体制や個別の職務編成を、女

性型マインドの持ち主を活用しやすいものに変えていこ

うという施策を指している。

適材適所の人材マネジメントを推し進めるためには、

スキル教育や意識改革のような「適材」を開発する施策

とともに、組織や職務を「適所」に再編する施策も合わ

せて推進するのが効果的である。

「能力適性」の項で例にあげたように、男性ばかりの営

業員で固められた営業組織は、男性型組織としても凝り

固まっている可能性が高い。そればかりか営業スタイル

も男性型になっているだろう。あるいは、そもそも扱う

商品やサービスの内容が、一見すると「男性向き」と思

えるかもしれない。

そのようなケースではすでに述べた組織風土の改革

（男性組織の両性具有化）を進めるのと平行して、組織自

体を女性社員の受け入れに適する形に変えたり、営業員

の職務内容を分析して男性型の顧客アプローチを女性型

の顧客アプローチに置き換えたり、あるいは既存の営業

員の職務編成をいったん分解し女性社員が担当するのに

適した職務として再編すること等を検討すべきである。

このような検討を進める際には、女性活躍推進とは必

ずしも関係のない営業組織が抱える課題や、営業組織を

含めた会社が抱える課題等をあわせて解決するように進

めることが重要である。女性活躍推進は一時的に人員面

の余裕を必要とするため、女性活躍推進だけを目的とし

て人員の余剰を作り出すのは企業の現場ではあまり現実

的ではないからだ。

たとえば元々顧客別の営業担当制にしている企業が、

製品の多様化で製品別担当制に再編した方が効果的な営

業活動が展開できそうだ、と考えていたとする。しかも

日常業務に追われながら切り替えるのは困難であるとす

る。

そこに、新たに女性社員を配属することを前提として、

体制切り替え期間の過渡的な職務分担と最終的な切り替

え後の職務分担を検討し、比較的平易な職務に女性社員

を新規配属するのである。

たとえば、製品別営業担当制に移行するのに、一時的

に製品別のバックオフィス業務を拡充する必要があった

とする。その拡充部分に新規配属女性を充て、新体制の

業務フローを学ばせたうえで、営業員としての職務を少

しずつ与えていくのだ。

一方、男性型営業スタイルのようにノウハウやスキル

をともなう部分については、予め最終的な「女性型営業

スタイル」の姿を描ききるようなことは難しいだろうが、

既存の男性営業員の営業スタイルの中から、女性営業員

になじみやすい事例を洗い出すようにするとよい。たと

えば、TEGでいうNPが高い男性営業員の中で高い成果

をあげている者がどのような営業スタイルであるかを調

べると参考になるかもしれない。

このように、男性型組織として活動してきた組織や職

務の形にとらわれず、女性社員に男性社員並の活躍を女

性社員に適したやり方でやってもらうよう、徐々に組織

と職務とを変えていくのだ。しかも組織と職務とを変え

ていくプロセスは、当面、若年女性社員の育成プロセス

と重なる。複雑なプロセスだが、だからこそ長期的な展

望と計画的な施策展開が非常に重要なのである。

女性活躍推進には、客観的な評価によって処遇される

人事制度の導入と運用とが必要であるとされている。日

9 未知領域C「①女性社員の能力も客観的かつ
合理的に評価できる組織能力の開発」
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本企業全体を見渡せば、確かに評価に何らかの課題を抱

える企業の方が多いだろう。

しかし「すでに評価の客観性については制度として確

保済みだ」という企業も少なくないはずだ。女性活躍推

進以前の問題として、バブル崩壊以来、日本企業は成果

主義人事制度等への転換を図ってきた。

ここでいう評価の客観性とは、いわゆる成果主義や能

力主義等で議論される客観性とは若干意味合いが異なる。

これまでみてきたように、女性活躍推進を阻む壁には、

男性型組織たる日本企業に残る、根深い男性寄りの意識

が介在している。この男性寄りの意識は、ただ人の心の

中だけにあるのではなく、企業を動かすルールやコンピ

ュータシステム、あるいは人事考課表にも組み込まれて

いる。

一見、普遍的な評価基準が記載されているように見え

る人事考課表にも、男性寄りの意識がしっかりと組み込

まれているのである。ただ人事考課表を作成した人事部

も評価者となる管理職も、誰も意識していないだけだ。

たとえば、TEGにおいて男性がやや高い得点に分布す

る「A（成人）」の「現実的である、冷静沈着である、効

率的に行動する」13という特徴は、少し手を加えるとよく

ある評価基準に変身する。

「現実的である」→「事実に基づき的確な判断をするこ

とができる」

「冷静沈着である」→「想定外の事態が生じても適切な

対応ができる」

「効率的に行動する」→「無駄のない計画を立て実行す

ることができる」

もちろん女性がやや高い得点に分布する「NP（養育的

親）」13の特徴も評価基準のような表現に変身させること

はできないわけではないが、「よくある評価基準」のよう

な文章にはしづらい。

「思いやりがある」→「相手を気遣いつつ仕事を進める

ことができる」

はまだよいとしても、

「やさしい」→「相手にやさしく接することができる」

「同情しやすい」→「他者によく共感することができる」

という評価基準は、筆者の経験から言ってもあまりポ

ピュラーではない。共感的理解は上司が部下に接すると

きに重要だと管理職研修や評価者研修等で教えはするが、

ダイレクトに評価基準にまで採用している企業は少ない

と思われる。

一方、企業にとって評価すべき能力とは本質的に何で

あろうか。

企業活動にとって「能力」とは、端的に言って「企業

目的の実現につながる、社員によるインプット」である。

すなわち「能力を評価する」ということは、インプット

の内容がどんなものであるかは二次的なことであって、

「その社員の発揮している能力が、どの程度企業目的の実

現に寄与するか」の評価でありさえすればよいのだ。

逆の言い方をすれば、企業がある社員の能力を純粋に

評価するとしたら、「企業目的の実現に関する期待度」だ

けを評価すべきなのであって、「どんな種類の能力を持っ

ているか」とか、「どんな能力の発揮方法が得意か」を評

価するのがゴールではないのである。

もちろん、これらは概念上の話であり、実務的には能

力を評価するうえで能力の種類を絞り込んで用いたり、

特定の能力の発揮方法を推奨したりすることが必要にな

る。

女性活躍推進のために検討すべきことは、従来の能力

の絞り込み方や能力の発揮方法の推奨の仕方が、女性型

マインドの人材を評価するのにも適した構造になってい

るかどうかである。

従来の男性型組織で、女性型マインドの人材の評価に

適する評価基準が、何がしか整っているのは、女性社員

が大多数を占める「一般職」のような社員区分の評価基

準であると考えられる。

今後は「総合職」、「管理職」等、女性社員の活躍の場

として広げていきたい社員区分にも、女性型マインドの

人材の能力を、男性型マインドの人材を評価するのとは

また違った切り口で評価するような仕組みを検討してい

く必要があるのではないだろうか。
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つまり男性型と女性型、2人の社員が、同じ職種、同

じ等級でいるとき、「男性型の社員はYという評価基準を

用いるが、女性型の社員にはXという評価基準を用いる」

こととしつつ、「評価全体では2人が同じ土俵に立てるよ

うになっている」というような制度設計も選択肢に入れ

る必要があると考えるのだ。

この考え方は突飛なものだと思われるかもしれないが、

前項と前々項で検討したように、女性の活躍を戦略的に

作り出していくためには、女性型マインドの人材が活躍

しやすい組織や職務を作り出していく必要がある。する

と女性型マインドの人材が活躍しやすい組織や職務で用

いる評価基準は、男性型組織で使ってきた従来の評価基

準とは違った切り口になるのが自然ではないだろうか。

さらに、評価基準を男性型と女性型の2通り用意した

とすると、従来よりも会社に求められる評価能力はずっ

と高度なものになることは間違いない。

個々の評価者に高度な評価能力を習得させるだけでな

く、組織全体としての評価能力向上を目指して、評価制

度のプロセス全体を抜本的に見直すことも視野に入れた

ほうがよいだろう。

たとえば、仮に評価基準XとYを使って、男性型リーダ

ーと女性型リーダーに同じ男女の被評価者を評価させた

としたら、込み入った対比誤差が生じる可能性がある。

対比誤差とは人事評価の心理的エラーの一種で、評価

者にとって評価基準が得意な内容であるときには厳しい

眼で、得意でなければ寛容な眼で評価してしまうことを

いう。評価制度を複雑にすることによるデメリットのひ

とつである。

このデメリットは、制度設計により構造的に生ずる部

分なので、評価の体制づくりにひと工夫すべきだろう。

たとえばひとつの被評価集団に対し男性的・女性的、

2系統の評価ラインを敷き、人事部門が対比誤差の影響

をモニタリングしつつ評価結果の調整をリードする体制

をとれば、このデメリットは克服していくことができる

だろう。

両性具有型組織における人事評価能力の向上策は上記

の例のような方法だけでなく、さまざまな方法を工夫し

試行錯誤を重ねる必要があるだろう。

ひとつポイントをあげるなら、両性具有型組織におけ

る人事評価のあるべき方向とは、社員一人ひとりの両性

具有度合いを認めてやりながら戦略合理的な評価結果を

追求することである。

社員に許容する両性具有度合いを広くとればとるほど

幅広い人材に門戸を開くことになる。一方で戦略合理的

な評価結果を追求するためのプロセスは、いったん、複

雑高度化することが避けられないだろう。

女性活躍推進を持続的な活動とし、着実に女性社員を

戦力化していくことができるかは、人事評価の成否にか

かっている部分が大きい。社員は「評価結果には会社の

（上司の）本音が表れる」と捉えがちであるからだ。

とかく女性活躍推進自体に懐疑的な眼が向けられかね

ないのが、日本の大多数の男性型組織の実情である。戦

略合理的に見ればそのような懐疑心こそマイナスなのだ

が、懐疑心を打ち破るには、あるべき人事評価の仕組み

と体制をつくり運用することが、非常に有効なメッセー

ジとなると考える。

日本の企業社会で、女性活躍推進は今や極めて戦略的

に重要な課題となっている。

この点は、人類史上、他国がまだ経験していない急激

な人口減少時代に突入したわが国ならではの特殊な社会

経済環境のなせる業であり、欧米先進諸国の先例に学ぶ

ことができた従来の経営課題とは根本的に異なる。たと

えば移民等により未だに人口が増加し続けている米国に

は、本稿の議論は安易に当てはめることはできない。

同時に、かつて右肩上がりの経済成長と平行して人口

も増加していた時代に、もっぱら人員を拡大し、規模を

拡大して経営課題を乗り越えてきた日本企業にとって、

今や未知の時代に入ったのだ、ということもできる。

かつての右肩上がりの時代には、先進的な企業が経営

戦略についても流れのようなものをつくり、多くの企業

10 人口減少時代は「先手必勝」
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が追従する、ということが成り立った。追従しようとす

るとき、少なくとも人口が増加していたために、人材の

確保という点でも十分に追従余地があったからである。

しかし人口が減少する局面では、はたして追従戦略が

上手くいくかどうかは怪しい。追従したくても、先行す

る企業に人材を確保された後では、もはや追従自体が不

可能だからである。

もちろん実際には追従して人材を確保できる余地がゼ

ロではないかもしれない。しかし毎年確保できる人材の

量も質も選択の余地が狭まっていく。

人材獲得に逆風を受け続けて人材の質が相対的に低下

すれば、技術開発や市場創造の面でも競争力を維持する

ことがますます困難になっていく。

2009年は、団塊の世代が皆60歳を迎えた最初の年と

なる。団塊の世代が生産年齢の上限である64歳を過ぎる

までにあと5年である。5年後には、人口減少は生産年齢

人口の急減という、一歩踏み込んだ経営環境の変化を経

験することになるのだ。

米国金融危機に端を発する足元の景気後退に必要以上

に眼を奪われ、長期的な展望を失うことは避けるべきで

ある。たとえ今着手できることが限られるとしても、女

性活躍推進は早く始めた者が後々大きな勝利を得る可能

性が高いことが明らかな分野だ。

ドラッカーの至言「すでに起こった未来」を今一度反

芻して欲しい。2025年に架空企業「日本株式会社」が

どのようなポジショニングを築いているかは、2009年

の今、戦略的な女性活躍推進に踏み出すかどうかにかか

っているといっても過言ではない。

一方、「理屈はどうあれ、まだ本音で、女性が男性並み

に企業社会で活躍できるとは信じられない」という男性

ビジネスパーソンが少なからずおられることと思う。そ

うした方々には「事例に会う」14ことをお勧めする。

すでに日本には大勢の活躍する女性ビジネスパーソン

が実在する。意識しないと見過ごしてしまうが、意識し

て彼女たちに接してみると、彼女たちは多くの日本企業

で働いている女性社員と変わらぬ、至って普通の女性達

であり、必ずしも一握りのスーパーウーマンではないこ

とが実感できるはずだ。この「事例に会う」というのは

株式会社イー・ウーマン社長の佐々木かをり氏の持論で

ある。

日本企業は戦略が苦手だという見方があるが、筆者は

違うと考えている。オイルショックやプラザ合意後の急

激な円高を乗り越えてきたように、日本企業は危機に瀕

して非常に戦略性の高い活動を展開し成功を収めた実績

を持っている。日本企業は戦略が苦手なのではなく、平

時から戦略性の高い企業活動を行う風土を持っていなか

っただけだと考えている。

人口減少は危機である。一時的な景気後退よりもずっ

と深刻な危機である。人口減少によって多くの日本企業

が事業規模を単純に縮小してしまえば、子々孫々にわた

りそれらの企業の存在感は下落の一途をたどりかねない。

今一度、日本企業の戦略が試されている。未曾有の危

機ではあるが、危機を認識して立ち向かうことを決意す

れば、日本企業は一気に変わっていく。筆者はそう信じ

ている。

未知の部分が少なくないため、議論にまだまだ不十分

な点があることをお許し願いたい。今後新たな知見を引

き続き蓄積し、このテーマを掘り下げていきたいと考え

ている。本稿が少しでも今後の戦略構築のヒントになれ

ば幸いである。
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